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司法書士／駒澤大学  田沼 浩 

 

 [4] 比較検証 

（2）通産省案と文化庁案⑰ 

 「レーヒ・スミス米国特許法」におけるグレースピリオド制と先使用の拡大【2】 

米国特許法 102 条（b）新規性の例外（1）では、次のようになっている。 

クレームのある発明の有効出願日前の 1 年以前に行われた開示について、次の各号のい

ずれかに該当する場合は（a）1 項に基づくクレームのある先行技術に該当しない。 

A 当該開示が発明者もしくは共同発明者自身が開示し、発明者もしくは共同発明者から

直接または間接的に開示された主題を入手した別の者によって行われたとき。 

B 開示された主題が、当該開示前に、発明者もしくは共同発明者自身が開示し、発明者

もしくは共同発明者から直接または間接的に開示された主題を入手した別の者によって公

衆に開示されていた場合 

A 号について、たとえば大学教授が自身の発明した先行技術を学会で発表しても 1 年以

内に特許出願すれば、自らの学会発表が自らの出願の先行技術とならず、発表者などから

入手した他人による開示も、1 年以内に特許出願すれば、自らの出願の先行技術とならない

のである。これは日本の特許法 30 条の 2 項とは猶予期間の違いはあっても制度として大き

な差はない。 

B 号について、日本の特許法にはない制度で、たとえば全くの第三者（見ず知らずの者）

が特許出願前に同じ発明を文献などで開示していれば当然新規性は喪失する。しかし、出

願者が出願前に同じ発明を文献などで開示していれば、第三者の同じ発明の開示も新規性

を喪失しないというものである。要するに、出願者が出願前に同じ発明を文献などで開示

していれば、本人だけでなく第三者の同じ発明の開示も新規性を喪失しないということで

ある。 
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